
議案第９４号 

令和５年度白岡市一般会計補正予算（第７号） 

令和５年度白岡市の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 387,980 千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それ

ぞれ 19,594,335 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表

歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用することができる経費は、「第２表

繰越明許費」による。 

 （債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加及び変更は、「第３表債務負担行為補正」による。 

 （地方債の補正） 

第４条 地方債の追加、変更及び廃止は、「第４表地方債補正」による。 

 

令和５年１１月３０日提出 

 

白岡市長 藤井 栄一郎 
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（単位：千円）

款

２　総　務　費 １ 総 務 管 理 費

８　土　木　費 ２ 道 路 橋 梁 費

８　土　木　費 ２ 道 路 橋 梁 費

１０　教　育　費 ５ 保 健 体 育 費

7188号線（上野田）道路新設改良事業 53,090

電柱等移設事業 6,000

第２表　繰越明許費

温水プール大規模改修事業 115,665

金　　　　　　　額事　　　　　　　業　　　　　　　名項

現庁舎等維持管理事業 55,730
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第３表 債務負担行為補正 

（追加） 

 

  

  

 

 
事        項 

  
期   間 

  
限       度       額 

 

 

文書管理システム導入及び運用保守費 

  
令和５年度から 

令和１１年度まで 

  

文書管理システム導入及び運用保守に要する額 

 

 

生活困窮者自立相談支援事業 

  
令和５年度から 

令和８年度まで 

  

生活困窮者自立相談支援事業に要する額 

 

 

がん検診予約受付業務 

  
令和５年度から 

令和６年度まで 

  

がん検診予約受付業務を委託するために要する額 

 

 

地域部活動推進事業 

  

令和６年度 

  

地域クラブ活動の業務委託に要する額 

 

 

図書館資料コンビニ返却サービス実施事業 

  
令和５年度から 

令和６年度まで 

  

図書館資料コンビニ返却サービスの実施に要する額 

 

 

 

（変更） 

事 項 
変 更 前 変 更 後 

期 間 限 度 額 期 間 限 度 額 

自治体情報システムの標準化・共通化対応業務 
令和５年度から 

令和１２年度まで 

自治体情報システム

の標準化・共通化対応

業務に要する額 

令和６年度 

自治体情報システム

の標準化・共通化対応

業務に要する額 
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第４表　地方債補正

（追加）

（変更）

起債の方法 限 度 額 起債の方法

白岡駅西口エレベー
ター設置事業

普通貸借又
は証券発行

5,900 補正前に同じ

白岡駅西口線道路改良
事業（公共事業等債）

同　上 300,600 同  上

白岡駅西口線道路改良
事業（公共施設等適正
管理推進事業債）

同　上 88,700 同  上

白岡駅西口線道路改良
事業（一般事業（一般
分））

同　上 218,600 同  上

起 債 の 目 的
限 度 額

111,100 同　　　　　上

               （単位：千円）

補正前に同じ補正前に同じ

補           　     正      　          前

2,600

現庁舎等維持管理事業 146,800

年５．０％以内（ただし、利率
見直し方式で借り入れる資
金について、利率の見直し
を行った後においては、当
該見直し後の利率）

補     　　　　　   正   　　　  　　   後

償  還  の  方  法 利     率 償 還 の 方 法

313,600 同　　　　　上 同　　　　　上 同　上 同      上

利          率

政府資金については、そ
の融資条件により、銀行
その他の場合にはその
債権者と協定するものに
よる。ただし、市財政の都
合により据置期間及び償
還期限を短縮し、もしくは
繰上償還又は低利に借
換えすることができる。

同　　　　　上

普通貸借又
は証券発行

年５．０％以内（ただし、利率見直し
方式で借り入れる資金について、利
率の見直しを行った後においては、
当該見直し後の利率）

政府資金については、その融資条件により、銀行その
他の場合にはその債権者と協定するものによる。ただ
し、市財政の都合により据置期間及び償還期限を短
縮し、もしくは繰上償還又は低利に借換えすることがで
きる。

               （単位：千円）

起　債　の　目　的 限　  度　  額 起債の方法 利　　　　 　　　率 償　　　還　　　の　　　方　　　法

同　上 同      上

210,500 同　　　　　上 同　　　　　上 同　上 同      上
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（廃止）

起　債　の　目　的 起債の方法

白岡駅西口線道路改良事業（地方道
路等整備事業債）

50,400 同　　　　　上

現庁舎等維持管理事業（公共施設等
適正管理推進事業債）

127,500
普通貸借又
は証券発行

年５．０％以内（ただし、利率見直し
方式で借り入れる資金について、利
率の見直しを行った後においては、
当該見直し後の利率）

政府資金については、その融資条件により、銀行その
他の場合にはその債権者と協定するものによる。ただ
し、市財政の都合により据置期間及び償還期限を短
縮し、もしくは繰上償還又は低利に借換えすることがで
きる。

               （単位：千円）

限　  度　  額 利　　　　 　　　率 償　　　還　　　の　　　方　　　法

同　　　　　上 同　　　　　上
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令 和 ５ 年 度 

 

 

白岡市一般会計補正予算（第７号）に関する説明書 
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１　特　別　職 （単位：千円）

期 末 手 当
年間支給率(月分)

11,541

(4.50)

26,094

(4.50)

その他の

特別職

11,284

(4.40)

26,094

(4.40)

その他の

特別職

257

(0.10)

(0.10)

その他の

特別職

備 考
(人)

職員数
給 与 費

区分

報 酬 給 料 通 勤 手 当 計

共済費 合 計

議 員

計

補正後

補正前

比 較

長 等

議 員

計

長 等

議 員

計

長 等

18

3

59,304

42,109

101,413

841

820

18

3

841

820

318

318

318

278

278

23,700

23,700

23,700

23,700

59,304

41,831

101,135 318

6,698

41,831

162,531

257

278

535

35,559

85,398

42,109

163,066

35,302

85,398

743

42,465

104,412

42,109

188,986

42,000

104,412

25,712

208

208

6,906

19,014

25,920

278

19,014

給 与 費 明 細 書

37,635

37,378

257

41,831

188,243

465
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２　一　般　職

(1)　総　括 （単位：千円）

職 員 数
（人） 報 酬 給 料 職員手当 計

（246）

350

（246）

354

（0）

△ 4

※　（　）内は、短時間勤務職員で外書き。

（単位：千円）

区 分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 特 殊 勤 務 手 当 時間外勤務手当
管 理 職 員
特 別 勤 務 手 当

補 正 後 29,603 80,133 17,823 15,735 15 87,916

補 正 前 30,715 80,793 18,949 15,666 15 82,870

比 較 △ 1,112 △ 660 △ 1,126 69 0 5,046

区 分 夜 間 勤 務 手 当 休 日 勤 務 手 当 管 理 職 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当
教 員 特 殊 勤 務
手 当

義務教育等教員
特 別 手 当

補 正 後 612 51,600 304,015 229,560 39 46

補 正 前 612 49,320 302,884 229,540 39 46

比 較 0 2,280 1,131 20 0 0

区 分
給 与 費

共 済 費 合 計 備 考

補 正 前

比 較

225,489 1,254,316 817,097 2,296,902

216,072 1,266,222 811,449 2,293,743

補 正 後 438,919 2,735,821

職員手当の内訳

給 与 費 明 細 書

430,715 2,724,458

9,417 △ 11,906 5,648 3,159 8,204 11,363
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ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

職 員 数
（人） 報 酬 給 料 職員手当 計

（1）

350

（1）

354

（0）

△ 4

※　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員で予算の積算の基礎となったものを記載。

※　（　）内は、再任用短時間勤務職員で外書き。

（単位：千円）

区 分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 特 殊 勤 務 手 当 時間外勤務手当
管 理 職 員
特 別 勤 務 手 当

補 正 後 29,603 80,133 17,823 15,735 15 87,916

補 正 前 30,715 80,793 18,949 15,666 15 82,870

比 較 △ 1,112 △ 660 △ 1,126 69 0 5,046

区 分 夜 間 勤 務 手 当 休 日 勤 務 手 当 管 理 職 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当
教 員 特 殊 勤 務
手 当

義務教育等教員
特 別 手 当

補 正 後 612 51,600 283,156 229,560 39 46

補 正 前 612 49,320 282,875 229,540 39 46

比 較 0 2,280 281 20 0 0

区 分
給 与 費

共 済 費 合 計 備 考

2,466,372

補 正 前 1,266,222 791,440 2,057,662 409,226 2,466,888

補 正 後 1,254,316 796,238 2,050,554 415,818

△ 516

職員手当の内訳

比 較 △ 11,906 4,798 △ 7,108 6,592
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イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

職 員 数
（人） 報 酬 給 料 職員手当 計

（245）

（245）

（0）

※　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員で予算の積算の基礎となったものを記載。

※　（　）内は、会計年度任用職員の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務することを要する職を占める職員の

一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員で外書き。

（単位：千円）

区 分 地 域 手 当 通 勤 手 当 特 殊 勤 務 手 当 時間外勤務手当 夜 間 勤 務 手 当 休 日 勤 務 手 当 期 末 手 当

補 正 後 20,859

補 正 前 20,009

比 較 850

区 分
給 与 費

共 済 費 合 計 備 考

23,101 269,449

補 正 前 216,072 20,009 236,081 21,489 257,570

補 正 後 225,489 20,859 246,348

1,612 11,879

職員手当の内訳

比 較 9,417 850 10,267
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(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 増 減 額 備 考

給与改定に伴う増減分 15,911 平均改定率　1.26％

その他の増減分 △ 27,817 職員の異動等

制度改正に伴う増減分 18,586 地域手当 955 給与改定に伴う各手当のはね返り分及

期末手当 9,160 び期末・勤勉手当引上げ分（12月期）

勤勉手当 8,471 期末手当　1.20月分→1.25月分

勤勉手当　1.00月分→1.05月分

その他の増減分 △ 12,938 時間外勤務手当 5,046

職員の異動等 △ 17,984

増 減 事 由 別 内 訳 説 明

給 料

職 員 手 当

△ 11,906

5,648
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期       間 金   額 期        間 金   額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

令和５年度から
令和１１年度まで

限度額
に同じ

限度額
に同じ

令和５年度から
令和８年度まで

限度額
に同じ

当該事業に
要する額の
４分の３

限度額から左
の特定財源を
除いた額

令和５年度から
令和６年度まで

限度額
に同じ

限度額
に同じ

令和６年度
限度額
に同じ

当該事業に
要する額

限度額から左
の特定財源を
除いた額

令和５年度から
令和６年度まで

限度額
に同じ

限度額
に同じ

期       間 金   額 期        間 金   額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

自治体情報システムの標準
化・共通化対応業務に要する
額

令和５年度から
令和１２年度まで

限度額
に同じ

デジタル基
盤改革支援

補助金

限度額から
左の特定財
源を除いた

額

自治体情報システムの標準
化・共通化対応業務に要する
額

令和６年度
限度額
に同じ

限度額
に同じ

生活困窮者自立相談支援事業
生活困窮者自立相談支援事業に要
する額

                  （単位：千円）

令和５年度以降の

支 出 予 定 額

（令和５年度に係る分）

（追加）

特     定     財     源

左    の    財    源    内    訳

一般財源

令和４年度末まで

の 支 出 額限　　　度　　　額

令和４年度末まで 令和５年度以降の 左    の    財    源    内    訳

の 支 出 額 支 出 予 定 額 特     定     財     源
一般財源

限　　　度　　　額

補
正
前

事   　　　項

事   　　　項
区
分

（変更）

図書館資料コンビニ返却サービ
ス実施事業

文書管理システム導入及び運用
保守費

自治体情報システムの標準化・
共通化対応業務

がん検診予約受付業務
がん検診予約受付業務を委託する
ために要する額

地域部活動推進事業
地域クラブ活動の業務委託に要す
る額

文書管理システム導入及び運用保
守に要する額

  債 務 負 担 行 為 補 正 に 関 す る 調 書

補
正
後

図書館資料コンビニ返却サービス
の実施に要する額
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（単位：千円）

補正前の額 補　正　額 補正後の額

１ 3,343,374 3,609,002 1,868,500 △ 55,100 1,813,400 469,429 4,984,407 4,952,973

(1) 総 務 債 164,876 347,023 127,500 19,300 146,800 58,356 419,351 435,467

(2) 民 生 債 9,270 8,240 1,030 7,210 7,210

(3) 衛 生 債 19,694 14,516 5,098 9,418 9,418

(4) 農 林 水 産 業 債 19,640 43,750 32,100 32,100 6,840 68,686 69,010

(5) 土 木 債 1,323,651 1,561,242 1,577,000 △ 74,400 1,502,600 238,226 2,878,134 2,825,616

(6) 消 防 債 80,738 72,416 49,900 49,900 8,322 109,846 113,994

(7) 教 育 債 1,725,505 1,561,815 82,000 82,000 151,557 1,491,762 1,492,258

２ 7,976,808 7,449,458 127,570 127,570 791,479 6,785,323 6,785,549

(1) 住民税等減税補てん債 73,506 48,131 20,033 28,098 28,098

(2) 減 収 補 て ん 債 29,837 28,274 1,565 26,709 26,709

(3) 臨 時 財 政 対 策 債 7,873,465 7,373,053 127,570 127,570 769,881 6,730,516 6,730,742

11,320,182 11,058,460 1,996,070 △ 55,100 1,940,970 1,260,908 11,769,730 11,738,522

令和３年度末
現 在 高

地 方 債 補 正 に 関 す る 調 書

令和５年度中起債見込額 令和５年度中
元金償還見込額

区　　　分

そ の 他

注) 「令和５年度中起債見込額」の「補正前の額」には、令和４年度からの繰越事業分である土木債200,500千円及び消防債49,900千円を含む。

合      計　

普 通 債

令和４年度末
現 在 高

令和５年度末現在高見込額

補正前の額 補正後の額

令和５年度中増減見込み
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